第３号様式
[bookmark: _GoBack]業務実績書

１．同種業務（路線価付設を主とする業務）
	発注者
	業務名
	業務期間
	業務の概要
	路線数

	
	
	
	
	約　本

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　令和6年4月1日以降に契約した路線価付設業務の受託実績について記載すること。ただし、単年ごとに契約している場合は、自治体ごとに1行にまとめて記載すること。また、10団体以上ある場合は、路線数の多い10団体を記載すること。
※　用紙が足りなければ適宜追加すること。


２．同種業務（審査申出・審査請求・訴訟対応）
	発注者
	業務名
	区分
	発生
時期
	対応内容（該当するものに☑））

	
	
	審査申出
審査請求
訴訟
	
	☐助言
☐現地調査
☐資料提供
☐弁明書（素案）作成
☐その他（　　　　　　　　）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　審査申出・審査請求・訴訟の実績について、直近の実績順に20件を限度に記載すること。
※　対応内容については該当するものすべてにチェックをつけること。該当項目がない場合にはその他に記載すること。
※　用紙が足りなければ適宜追加すること。
※　実績がなければ発注者の列に「実績なし」と記載すること。


３．同種業務（家屋評価支援業務）
	発注者
	業務名
	業務期間
	業務の概要（該当するものに☑）

	
	
	
	☐木造家屋評価業務
☐非木造家屋（S造、RC造）評価業務
☐評価事務取扱要領の見直し
☐家屋評価に関する総合コンサルティング業務
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　令和6年4月1日以降に契約した家屋評価支援業務の受託実績について10団体を上限に記載すること。
※　用紙が足りなければ適宜追加すること。
※　受託したことがなければ発注者の列に「実績なし」と記載すること。


３．同種業務（償却資産評価支援業務）
	発注者
	業務名
	業務期間
	業務の概要（該当するものに☑）

	
	
	
	☐償却資産評価に関する総合コンサルティング業務
☐評価事務取扱要領の作成、見直し
☐申告状況調査支援業務
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　令和6年4月1日以降に契約した償却資産評価支援業務の受託実績について10団体を上限に記載すること。
※　用紙が足りなければ適宜追加すること。
※　受託したことがなければ発注者の列に「実績なし」と記載すること。
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